
事業説明会 申請に関する解説資料

東京都 産業労働局 商工部 創業支援課

令和４年度
ゼロエミッション東京の実現に向けた技術開発支援事業



目次

1. 補助金とは

2. 事業のフロー

3. 提出書類について

4. 申請書作成のポイント（抜粋）

2



１．補助金とは
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補助事業の基本
補助事業の諸ルールに沿って、申請内容を適正に遂行して頂く必要が
あります。

① 採択（交付決定）＝補助金の交付ではありません！
・事業期間後に、都の補助金確定通知をもって、交付額が確定して交付

・そのため、検査にて申請額から減額になる可能性があります。

② 事業の実施・終了（目標の達成）を確認できないと

補助金は交付されません！
・実施内容/結果を客観的に確認できること

・開発の終了を確認できること（申請書に記載した目標を全て達成すること）
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採択後のフロー

＜ポイント＞

◆補助金（補助率：2/3）は
年度毎での支払いとなります。

（初年度）最大6,000万
（以降） 最大1億8,000万

◆採択（交付決定）時に、
その全額をお支払いする訳で
はありません。
※検査にて減額の可能性有



目標の達成

開発が終了した（補助事業の目的が果たされた）ことを東京
都が確認して補助事業が終了となります。

– 申請書に記載された目標の達成をもって、開発が終了されたとみな
します。

– 補助対象期間内に目標の達成を確認できない場合、補助金は交
付されません。
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※ 補助金額の確定・支出においては、

年度毎に設定した「目標」を全て達成していることが条件になります。

申請書の目標設定にはご注意ください。



対象経費区分
区分

（１）原材料・副資材費

（２）外注・委託費

（３）直接人件費

（４）不動産賃借料

（５）設備導入費
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区分

（６）産業財産権出願費

（７）展示会等参加費

（８）イベント開催費

（９）広報ツール製作費

（10）広報掲載費

※ 製品・サービス等の事業化に要する開発・改良・実証実験、販路開拓に係る
上記経費が対象になります。詳細は募集要項（P8以降）をご確認ください。



補助の対象とならない場合の例 抜粋①
補助対象の確認が可能であり、かつ本補助事業に係るものとして、
明確に区分できるように注意してください。
※以下の経費は対象となりません
– 親会社、子会社、その他関連法人等、本事業において出資等を受けた事業会社等と
の取引により生じる経費

– 通常の業務・取引と混合、又は相殺して支払いが行われている経費
– 公的資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 等
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契約

見積、納品、請求

採択企業

仕入先
委託先
等

東京都
試験
結果

製作物

報告

検査

原材料

帳票類

支払
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令和５年1月1日

契約日（発注日） 支払日

支払日

契約日（発注日） 支払日

令和５年3月31日

契約日（発注日）

対象期間内に取引が完結しない経費は対象となりません。
※補助対象期間内に委託(契約)から支払いまでの手続きを完了させてください。

令和６年3月31日

支払日契約日（発注日）
実施

実施

支払日契約日（発注日）

・契約から支払までを同一年度内
に完了させる必要があります。

・設備等のリース契約で、毎月支
払いの場合は年度をまたいでも可。

・止むを得ない理由で交付決定
前に契約や納品が必要な場合は
様式第１－２号：事前着手承
認申請書を提出ください。
※人件費：３月末給与等

補助の対象とならない場合の例 抜粋②



２．事業のフロー
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補助事業開始後のフロー
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年度毎 翌年度から5年間

実施結果報告（5回）交付完了検査

※製品等の販売は、
支援期間最終年度の補助金確定通知の翌日から可能となります。

事業化 2年目 3年目1年目 4年目 5年目

補助事業



中間・完了検査
• 東京都職員または外部有識者が検査員として事業の遂行状況・達成状況を
確認します。

• 東京都へ提出された帳票類と原本が同一かの確認を行います（原本照合）。
• 東京都提出分：遂行状況・実績報告書（原本）＋帳票類等（写し）
• 企業保管分 ：遂行状況・実績報告書（写し）＋帳票類等（原本）
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日時 場所 内容

中間検査 遂行状況報告書提出後
（１０月～１１月）

申請書記載の事業実
施場所または東京都が
指定する場所

■技術審査
事業の実施、達成目標、研究開発物（試作品）及び
関連資料の進捗状況の確認
■経理審査
購入物等、支払経費についての確認（４月～10月）

完了検査 実績報告書提出後
（４月～５月）

申請書記載の事業実
施場所または東京都が
指定する場所

■技術審査
事業の実施状況、目標の達成状況、成果物・研究開
発物（試作品）及び関連資料の確認
■経理審査
購入物等、支払経費についての確認（通期）



３．提出書類について

（募集要項P21-22参照）
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提出書類①
◆確定申告書の写し

直近のものを２期分提出してくださ
い。９月末決算等の企業で、最新の
ものが提出できない場合は申請時点
で揃う２期分を提出してください。

※１：審査の過程で最新版の提出を
依頼します。
※２：採択後も毎年度ご提出いただ
きます。

◆事業会社との組成を証明する書類

〇「出資」を確認できる書類
〇「販路・人材・ブランドの提供」
を確認できる書類

ご不明な点があれば、事務局にご確
認ください。

 

No 提出書類  部数   
１ 申請前確認書（Word ファイル） 原本  １   

２ 

申請書（Excel ファイル） 原本１、写し４ 

 ・別紙 20～29 については、該当がある部分のみ提出  

（ただし、エクセルデータについては、該当がない場合でもシートを削除しないこと） 

５   

３ 

登記簿謄本等  

各１   【 法 人 】 発行後 3 か月以内の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の原本  

【個人事業主】 都内税務署に提出した「個人事業の開業等届出書」の写し 

４ 

税務署へ提出した直近２期分の確定申告書の全ての写し 

各期  

１  
 

・税務署の受付印があるもの 

電子申告の場合は、税務署から送信された受付結果（受付通知）を添付  

・創業２年未満の場合は確定申告書直近１期分の写しで可  

・申請時点で１期目、又は申請時点で確定申告を行っていない２期目の法人・個人事業  

主は提出不要  

【 法 人 】 ①別表（税務署へ提出したもの全て） 

②決算報告書（株主資本等変動計算書・個別注記表を含む）、 

勘定科目明細書、法人事業概況説明書  

【個人事業主】 (ア) 第一表   

(イ) すべての事業の収支内訳書又は青色申告決算書（貸借対照表を

含む） 

５ 

納税証明書（直近期分）  の原本  

各１   

【 法 人 】 ①法人事業税納税証明書（都税事務所発行）  

②法人都民税納税証明書（都税事務所発行） 

・①②の二件の同時記載可  

【個人事業主】 

 

① 個人事業税の納税証明書（都税事務所発行） 

・非課税の場合は、代表者の所得税証明書「その１」(所管税務署発行 ) 

②代表者の住民税の納税証明書又は非課税証明書（区市町村発行） 

６ 
社歴書（経歴書）  

・会社概要可  
６   

７ 

事業会社等とのプロジェクトの組成を証明する書類  

①事業会社等からの出資等の提供等を証明する書類  

 ・申請時点で出資等が完了している場合は、契約書の写し及び入金の確証（銀行口  

座の写し等） 

 ・申請時点で出資等が完了していない場合は、別紙３０「意向確認書」を提出  

（契約締結まで完了している場合は契約書の写しも提出） 

 ・事業会社等からの入金が分割の場合は、別紙３１「出資等分割支払確認書」も提出  

②事業会社等からの販路・ブランド・人材等の提供を証明する書類  

 ・申請時点で提供をうけている場合は、契約書又は協定書等の写し 

 ・申請時点で提供をうけていない場合は、別紙３０「意向確認書」を提出  

各１  

 

 

 



 

No 提出書類  部数   

８ 

上記７「事業会社等とのプロジェクトの組成を証明する書類」以外の参加者とのプロジェクト

の組成を証明する書類  

 ・プロジェクト参加者全てが当事者となり締結した契約書又は協定書等の写し 

 ・契約書又は協定書等には、プロジェクト参加者の役割等を明記すること 

１   

９ 技術開発テーマ申請書（Word ファイル） １   

10 
申請内容によるゼロエミッション効果を評価する「GHG 排出量削減量算定シート」（指定様

式）及びその算出根拠資料  
１   

11 

見積書の写し（２社以上） 

・申請書別紙 24⑤．設備導入費において、１件 100 万円（税抜）以上の機械装置・工具
器具購入の場合  

・市販品の場合は価格表示のあるカタログ等でも可  

・やむを得ない理由によって相見積の取得が困難な場合は、理由書（任意書式）を提出  

各１  

 

 

 

１2 

特許等の公報の写し 

・申請書７（６）④の産業財産権の出願又は保有、他者からの実施許諾の予定に関して

「あり」を選択した場合  

各３   

13 プロジェクト支援機関に求める支援内容希望票  １   

14 
その他補足説明資料（企画書、仕様書、図面、システム構成図、フローチャート等） 
・Ａ４用紙 30 ページ以内 
・提出は任意  

各５   
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提出書類②

◆見積書
オーダーメイド発注や、世界・国内
で当該社しかつくることができない
設備等の理由で、相見積もりが取得
できない場合は理由書（A4：１枚程
度）を作成してください。

＜提出書類の注意事項＞
・提出書類は「No.２：申請書」の原本のみ片面印刷としてください。

それ以外については可能なものは全て両面印刷にしてください。
・ホチキス留め、ファイリング等は行わないでください。
・申請書類は、必ず写しを保管してください。
・提出された申請書類は返却しませんので、ご注意ください。

◆技術開発テーマ申請書
次スライド参照
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技術開発テーマ申請書

〇自社の技術開発において、最も該当する
テーマ１つに☑をいれてください。

〇各テーマのどれに該当するか分からない
場合は事務局にご相談ください。

◆技術開発テーマ申請書 

 

 以下のテーマにおいて、申請する技術開発の内容が、最も該当するもの１つにチェック☑をしてください。 

 

□  （１）再生可能エネルギーの基幹エネルギー化 

□  （２）水素エネルギーの普及拡大 

□  （３）ゼロエミッションビルの拡大 

□  （４）ゼロエミッションビークルの普及促進 

□  （５）３Ｒの推進 

□  （６）プラスチック対策 

□  （７）食品ロス対策 

□  （８）フロン対策 

□  （９）適応策の強化 

上記の表に示す「想定される技術キーワード」はあくまで一例です。 

キーワードに合致しない場合でも、「目指すべき姿」の達成に寄与する技術であれば、本事業の補助対象となります。 

技術開発テーマ 未来像 想定される技術キーワード（例） 

（１）再生可能エネルギー
の基幹エネルギー化 

 
使用エネルギーが１００％脱
炭素化 
 

 「再エネ発電」に関する技術 
 再エネ導入に伴う「調整力」や「VPP」に関する技
術 

 「エネルギーシェアリング」に関する技術 
 再エネの「自家消費促進」に関する技術 

（２）水素エネルギーの普及拡

大 

 
再エネ由来ＣＯ２フリー水素を、
脱炭素社会実現の柱に 
 

 「水素の製造・貯蔵・運搬」に関する技術 
 「再エネ由来水素」に関する技術 
 「燃料電池」に関する技術 

（３）ゼロエミッションビルの
拡大 

 
都内全ての建物がゼロエミッシ
ョンビルに 
 

 「エネルギーマネジメント」に関する技術 
 「省エネ」や「低消費電力」に資する照明や設備、

AI・IoTやネットワークに関する技術 
 「スマートホーム」に関する技術 

（４）ゼロエミッションビーク
ルの普及促進 

 
都内を走る自動車は全てＺＥＶ
化 
 

 バッテリー等の「EV／PHEV」の素材や部品に関する
技術 

 「充電インフラ」に関する技術 
 自動車を代替する「電動モビリティ（二輪車、パー

ソナルモビリティ）」に関する技術 
 「MaaS（自動車の配車や運行の最適化）」や「自動

運転」に関する技術 
 「バイオ燃料」に関する技術 

（５）３Ｒの推進 
 
持続可能な資源利用が定着 
 

 「リユース」「リデュース」「リサイクル」に関する
技術 

 「環境配慮設計」に関する技術 
 「資源循環」に関する技術 
 「バイオマス利用」に関する技術 

（６）プラスチック対策 
ＣＯ２実質ゼロのプラスチック
利用（カーボン・クローズド・サ
イクル） 

 「代替素材」に関する技術 
 プラスチック処理における「熱回収」や「水平リサ
イクル」に関する技術 
 「海洋プラスチック除去」に関する技術 

（７）食品ロス対策 
 
食品ロス発生量実質ゼロ 
 

 食品の「需給調整・マッチング」に関する技術 
 食品ロス削減に資する「保存」や「加工」に関する
技術 
 CO2排出量の少ない食品の「製造」技術 
 「食品残渣の再生・転換等」に関する技術 

（８）フロン対策 
 
フロン排出量ゼロ 
 

 自然冷媒等の「ノンフロン」に関する技術 
 フロンの「安全な利用・回収・廃棄」に関する技術 

（９）適応策の強化 

 
気候変動の影響によるリスク
を最小化 
 

 気候変動の「予測」や「リスク評価」に関する技術 
 「防災（豪雨・台風・暑さ等）」に関する技術 
 「自然環境（森林・水・海・生態系）の保全や効果
的な利用」に関する技術 

 



4．申請書作成のポイント（抜粋）
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　１．申請者の概要

〒

〒

〒

円

円

人 人

① 円

② 円

③ 円

円

（　　　）　　　　　－

（　　　）　　　　　－

申請形態
6月１日基準

実施計画

フリガナ

代表者

フリガナ

名称 氏名

役職

本店所在地

ＴＥＬ ※本店登記所在地が都外の場合は記載してください

フリガナ

E - mail

（　　　）　　　　　－

部署

氏名 役職

ＦＡＸ （　　　）　　　　　－

連絡先
所在地

ＴＥＬ

都内登記
所在地 ※

（うち
正社員）

出資総額

資本金 円

月 日

資本金

月 日

ＴＥＬ

主たる業種
申請事業の
主たる業種

役員数 従業員数人（監査役を含む）

（うち大企業
からの出資）

連絡担当者

事業概要
主要

製品等

業種区分
申請事業の
業種区分

URL

事業開始

創業
和
暦

年

法人
設立

和
暦

年

直近の
損益計算書

における
年間売上高

１　主要な取引先と年間売上高　（売り上げ上位３社）

２　自社全体の年間売上高
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別紙１

別途、提出する書類（履歴事項全部

証明書や損益計算書等）と同じ内容

を記入してください。



　３（１）.東京都及び公社事業の利用状況

年　度

　３（２）.補助金・助成金申請状況

年度 申請先 助成事業名 申請テーマ 助成金額（円）
経費の
重複

本申請との重複

　４．過去５年における受賞歴（最大５件まで）

年度

　本年１０月１日から過去５年間における補助金・助成金のうち、国・地方公共団体等（公社含む）から交付を受けた又は実
施中及び申請中の助成事業等について直近のものから順に記載してください。

　過去５年間における東京都及び公社事業の利用状況等について直近のものから順に記載してください（最大5件まで）。

制度 実施主体

利　用　事　業

　過去５年間における国・地方公共団体等からの表彰について、直近のものから順に記載してください。
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別紙２

同一のテーマ・内容・対象経費で、

公社、国、都道府県、区市町村等か

ら補助を受けている、あるいは過去

に受けていた場合は申請できません
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別紙６～11

上記の審査の視点（募集要項：P17）の各項目とリンクしています。
書類審査では、当該部分を重視して、確認します。

審査の視点 

  

  

技術審査 

ⅰ市場性 

・社会情勢や顧客ニーズとの合致 

・市場獲得の可能性、市場の優位性 

・販路開拓手法の妥当性 

ⅱ新規性、 

優秀性 

・製品等の機能や性能、適用されている技術の新規性 

や独自性 

・既存製品等との比較による優位性 

・製品等がもたらす社会的貢献度 

ⅲ実現性 

・達成目標水準の妥当性 

・課題に対する解決方法の妥当性 

・事業実績、財務状況、社内及びプロジェクトの実施 

体制 

ⅳ波及性   

・新たな市場創出の可能性 

・市場・業界への波及効果 

・都内中小企業への効果 

ⅴ環境性   
・ゼロエミッション東京の実現への寄与 

・製品等がもたらす環境対策への波及効果 

 

 

 

  

  

  

  

 



８．事業化の達成目標等

　　

　

（ ）

　

　

　

　

　

　 実証結果報告書

性
能
②

設計書 写真

図面

その他 (　　　　　　　)

試験報告書

写真

その他 (　　　　　　　)

試験報告書
性
能
③

(２)　具体的な達成目標　 【 申請後変更不可 】　　　　　　　　　　　　　※２つ以上３つ以内で設定

仕様書 試験報告書

設計書 写真

図面 実証結果報告書

◆機能目標：目標とする特長的機能（備わっている働きや能力）

機
能
①

◆性能目標：目標とする特長的性能（機能を具体的に表す数値や指標）

その他 (　　　　　　　)

性
能
①

機
能
②

仕様書

機
能
③

図面

その他 (　　　　　　　)

仕様書 試験報告書

仕様書 試験報告書

設計書 写真

図面

最終成果物
（事業全体の完了を証

明するもの）

設計書 写真

図面

その他

仕様書（必須） 事業化報告書

実証結果報告書

(１)　達成目標の全体像

申請テーマ

事業化の
概要

実証結果報告書

その他 (　　　　　　　)

仕様書

設計書

図面

その他 (　　　　　　　)

仕様書 試験報告書

設計書 写真

実証結果報告書

設計書 写真

実証結果報告書

実証結果報告書

図面
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別紙12～14

開発の終了を確認でき、実施内
容・結果を客観的に確認できる
ものにしてください。

開発の終了を確認でき、実施内
容・結果を客観的に確認できる
テーマ設定にしてください。

〇事業完了時の最終目標は途中で変更不可。
（達成可能な目標設定にしてください。）

〇年度毎の目標は、その達成を以て、
当該年度の補助金を支出



人　（監査役を含む） 人（うち正社員

円

（ ）

円

人　（監査役を含む） 人（うち正社員

円

（ ）

円

人　（監査役を含む） 人（うち正社員

円

（ ）

円

※欄が足りない場合は適宜追加してください。

総事業費に対する出資等金額の割合

出資等実施(予定)日

　 本事業における「事業会社等」に該当 ※左記に✔を入れた場合のみ下記太枠内に記入

出資等の形態

　

※2.、4を選択した場合は内容を記入

出資等金額

3

名称 担当者名

企業等の
概要

所在地

役員数 従業員数

成果の
帰属

人）

資本金
事業概要

業種

プロジェクト
における役

割

2

名称 担当者名

企業等の
概要

所在地

役員数 従業員数
人）

資本金
事業概要

業種

プロジェクト
における役

割

　 本事業における「事業会社等」に該当 ※左記に✔を入れた場合のみ下記太枠内に記入

名称 担当者名

※左記に✔を入れた場合のみ下記太枠内に記入

企業等の
概要

1

所在地

役員数

資本金

業種

プロジェクト
における役

割

　 本事業における「事業会社等」に該当

従業員数

出資等実施(予定)日

事業概要

人）

出資等金額

　

出資等の形態

総事業費に対する出資等金額の割合

※2.、4を選択した場合は内容を記入

成果の
帰属

成果の
帰属

出資等の形態

　

※2.、4を選択した場合は内容を記入

出資等金額

総事業費に対する出資等金額の割合

出資等実施(予定)日
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別紙16

〇当申請事業の総事業費に対する
出資金額を記載してください。

〇出資等金額の合計が２５％以上
となること

大学等の出資を行わない、本オープンイノ
ベーションプロジェクトへの参加者も記載
してください。
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別紙20～29

〇募集要項（P8～P14）をよく読んで、補助対象経費に相当するかを確認して
ご記入ください。

〇各年度内で契約～納品・支払までが完結することに注意して記入してください。

〇特に高額な委託費等については、なぜ当該委託先でないといけないかの理由を
明確に記入してください。
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別紙30

申請日時点で、出資及び販路・人材

・ブランド等の提供のいずれかが

実施されていない場合は、

事業会社の責任者の記入・捺印

のうえ、本紙を提出してください。



25

別紙31

申請日時点で、出資が全額完了して

いない場合は、

今後の出資時期を記入いただき、

事業会社の責任者の記入・捺印

のうえ、本紙を提出してください。

※ 令和４年12月末時点で、出資の一部を
完了させていただく必要があります。
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〇その他詳細は記入例をご覧ください。
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